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Ⅰ．全体計画 

１．研究目的 

国内に複数の採卵鶏農場を有する鶏卵生産者の協力により、農場レベルでのサルモ

ネラワクチンの効果、鶏舎におけるサルモネラ低減対策の効果、鶏舎構造等の生産方

式の相違とサルモネラ汚染の関連性等を明らかにし、各種ガイドライン、手引書等の

改訂に資することを目的とする。 

 

２．研究内容 

（１）中課題１：サルモネラワクチンの免疫持続期間等の評価 

     採卵鶏の多くは、育成期（１００日齢未満）にサルモネラ不活化ワクチンが接種

されており、免疫持続期間は接種後約１年と考えられている。その一方で、多くの

採卵鶏農場では、４２０～４５０日齢で産卵数・卵質改善のため、換羽誘導（IM）

を実施しているが、この換羽誘導がサルモネラに対する感受性を高め、排菌数を増

大させると指摘する研究報告は数多い。国内の採卵鶏農場の多くは、農場内に複数

の鶏舎を所有しており、大規模農場では常に換羽誘導期の鶏群が存在することにな

る。換羽誘導に起因するサルモネラ汚染を防ぐ手段の一つとして、ワクチン接種が

あるものの、①ワクチンの効果が換羽誘導時期まで持続し得るか、②その際、どの

程度の効果が認められるかについて、これまでに農場レベルで検証した報告はない。

このため、以下の野外試験を実施する。 

 

１）小課題１：二価サルモネラ不活化ワクチンの免疫持続期間 

サルモネラ陰性の育成鶏を買い上げ、サルモネラ不活化ワクチン接種後、サル

モネラ陰性を確認した採卵鶏舎で預託飼育する。ワクチン接種後１ヵ月以降、３

ヵ月毎に生物科学安全研究所に搬入し、２年間にわたり、ワクチン接種鶏、非接

種対照鶏を用いた以下の評価試験を実施する。 

① 供試ワクチン（Salmonella  Enteritidis（SE）及び Salmonella  Typhimurium

（ST）を含む二価ワクチン２種類） 

ワクチン A 

ワクチン B 

② 供試鶏 

育成鶏を買い上げ、この小課題では協力農場の接種方法に従ってそれぞれの

ワクチンを０．５ドーズ（※）接種し（V 群）、サルモネラ陰性採卵養鶏場で対

照群（C 群）とともに預託飼育する。（※ワクチンが用法・用量に従って接種さ

れない場合には、期待される免疫効果が得られない可能性がある。） 

③ ワクチン接種 

２０１１年８月にワクチンを接種し、試験を開始する。 
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④ SE 及び ST 抗体測定試験及び SE 及び ST 攻撃試験 

供試鶏は１群１０羽とし、預託農場から生物科学安全研究所に搬入後、SE 及

び ST 抗体を測定（エライザ法）する。SE 及び ST 攻撃試験は、両菌とも１０９

CFU/ml の菌を１羽当たり１ml で経口攻撃する。攻撃５日後に盲腸便、肝臓及

び脾臓を採取し、定量培養を行う。攻撃試験については、試験成立の確認用と

して比較対照群（５週齢、実験用 SPF 鶏）を設定する。 

    ⑤ 評価方法 

      抗体陽性率の推移及び攻撃試験における排菌数の群間比較から、ワクチン A

及びワクチン B の効果を評価する。 

 

      第１群 第２群 第３群 第４群 第５群 第６群 第７群 第８群 

A            ○   ○ 

B     ○   ○ 

攻撃株   SE   ST   SE   ST   SE   ST    SE    ST 

各群１３羽（試験鶏１０羽、予備３羽）ずつ設定。第５群、第６群はそれぞれの無

処置対照群。第７群、第８群は試験成立を確認するための比較対照群。○＝投与あ

り。 

 

※ 小課題１の補足試験：ワクチン B の免疫持続期間（２４年度新規追加試験） 

当試験は、小課題１の補足試験として実施する。小課題１と同一のワクチ

ン B を１個体あたり１ドーズ（指示書どおりの規定接種量）接種後、１６０、

２５１、３７７、４９６及び５８７日齢に達した鶏を１２羽ずつ同一農場か

ら同時購入し、生物科学安全研究所に導入する。小課題１と同様の方法によ

り SE 抗体測定及び SE 攻撃試験を実施し、効果を評価する。 

 

   ２）小課題２：三価サルモネラ不活化ワクチンにおける S. Infantis（SI）防御免疫

の持続期間 

SE、ST 及び SI を含む三価サルモネラ不活化ワクチン（以下「ワクチン C」と

いう。）を用い、１）と同じ方法により SI に対する免疫持続期間を調べる。当試

験により、SI に対するワクチンの有効性を養鶏現場レベルで明らかにする。 

２０１３年３月にワクチンを１ドーズ接種後、２又は３ヶ月毎に生物科学安全研

究所に搬入し、SI 抗体測定及び SI 攻撃試験を実施する。可能であれば、０．５ド

ーズ接種鶏も導入し、１ドーズ接種の場合と比較する。 
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第１群 第２群 第３群  

C    ○       

攻撃株  SI   SI   SI    

各群１２羽（試験鶏１０羽、予備２羽）ずつ設定。第２群は無処置対照群。第３

群は試験成立を確認するための比較対照群（５週齢、実験用 SPF 鶏）。○＝投与あ

り。 

  

 （２）中課題２：誘導換羽（IM）によるサルモネラ感染憎悪作用に対するワクチンと換

羽代替飼料（市販飼料）の効果 

   本課題では、誘導換羽時における鶏群からのサルモネラ検出率と排出菌数に対す

る、誘導換羽用代替飼料、ワクチン A 及び B の効果、及び誘導換羽用代替飼料と両

ワクチンを同時に使用した場合の効果について検討する。この中課題では、協力農

場において、同農場の接種方法に従ってワクチン A 又は B を０．５ドーズ接種する。

同農場において預託飼育後、４５０日齢程度に達した鶏を供試する。IM 処置は、絶

食（S 群）、誘導換羽用代替飼料給与（F 群）又は通常飼料給与（C 群）の３条件と

する。誘導換羽用代替飼料は、一般的な配合飼料よりも栄養価が低く設定されてい

る。このため、給餌しながら体重を減少させ、誘導換羽を実施することが可能であ

り、絶食法に比べ、動物福祉やサルモネラ排菌抑制の面でメリットがあるとされる。 

供試鶏群は以下の９群（S 群、F 群、C 群、BS 群、BF 群、BC 群、AS 群、AF 群、

AC 群）とし、各群１３羽（試験鶏１０羽、予備３羽）とする。供試鶏に SE を経口

攻撃（１０９CFU/ml)し、その４日後から１０日間、IM 処置を行う。その後、１４

日間、約３日間隔で盲腸便の SE 定量培養を行う（当初の計画では、絶食期間終了後、

２週間隔で１０週目まで SE 定量培養を行うこととなっていたが、上記内容に変更し

た）。また、SE 攻撃前、換羽誘導処置終了時及び試験終了時の３時点について、SE

抗体価の推移を調べる（参考データとして新規追加項目）。試験期間終了日に解剖し、

材料（肝臓、脾臓、卵巣及び盲腸内容）について SE の定量を行う。SE 生菌数を群

間で比較することにより、各ワクチン及び誘導換羽用代替飼料の効果を評価する。 

  

 （３）中課題３：採卵鶏農場におけるサルモネラ低減対策（野外試験） 

   １）小課題１：三価サルモネラ不活化ワクチンによる鶏舎のサルモネラ汚染の低減

化（野外試験） 

    O７群サルモネラは、O４群、O９群とともに養鶏場で多発しており、同群に属

する S. Infantis（SI）などは、人の食中毒菌として重視されている。当課題では、

SI 抗原を含有した三価サルモネラ不活化ワクチン（以下「ワクチン C」という。）

を使用し、サルモネラ汚染採卵鶏舎（特に SI 汚染）の清浄化に効果があるか検証
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することを目的とする。 

試験開始前に、供試候補鶏舎内の糞便（四隅及び中央付近）と塵埃検体（排気

ファン付近）を調査し、サルモネラ汚染が確認された鶏舎を供試汚染鶏舎とする。

供試汚染鶏舎に被験ワクチン接種鶏を導入後、①塵埃及び落下鶏糞を材料とした

定期的検査（１ヶ月毎）、及び②生物科学安全研究所導入後の鶏糞検査（個体別、

２～３ヶ月毎）により、鶏舎のサルモネラ汚染状況をモニタリングする。②につ

いては、ワクチン接種鶏によるサルモネラの排菌があるかについて検討するもの

である。サルモネラ汚染が認められた場合、鶏舎内のワクチン接種鶏群及びワク

チン無接種鶏について、サルモネラ汚染度を経時的に比較調査する。また、試験

期間中の一定期間、ワクチン無接種群を含む全個体を対象に、ギ酸を主成分とす

る資材を給与し、サルモネラ汚染に対する三価ワクチンとの相乗効果についても

検討する予定である。 

 

  ２）小課題２：二価サルモネラ不活化ワクチンによる鶏舎の SE 汚染の低減化（野外

試験） 

    平成 24 年、卵及び卵加工品によるサルモネラ食中毒は 6 件（263 人）発生して

おり、採卵鶏農場において SE 汚染を未然防止することがキーポイントといえる。

当課題では、SE 汚染農場において二価サルモネラワクチンを使用することによる

汚染低減について検証することを目的とする。 

試験開始前に、養鶏関係者の協力により、採卵鶏農場について SE 検査を実施す

る。その結果、SE 汚染が認められた農場と交渉し、供試汚染農場として協力体制

を構築する。協力が得られ次第、当ワクチンを接種した鶏を導入する。その後、

定期的に鶏舎の SE 汚染度を調査することにより、SE 汚染鶏舎の汚染低減につい

て検証する。 

 

 （４）中課題４：鶏舎構造等の生産方式の相違がサルモネラ汚染低減に及ぼす影響（野

外試験を含む） 

   ウインドウレス鶏舎と開放鶏舎、飼育密度の違い、新築鶏舎と旧式鶏舎、サービ

スルームの有無など、構造的に異なるペア鶏舎のサルモネラ検査を実施し、サルモ

ネラ汚染に関与する要素を明らかにする。また、汚染鶏舎に対し、一般衛生管理の

改善、ワクチン接種、ギ酸を主成分とする資材の給与等を実施し、これらによるサ

ルモネラ汚染鶏舎の汚染低減について検証する。 

   １）ギ酸を主成分とする資材によるサルモネラ汚染低減効果の検証 

     当試験は、当初計画にはなかったが、当該事業の進行中に実施課題運営チーム

との協議の上、実施することとなった。協力農場においてサルモネラの事前調査

を実施し、サルモネラ汚染が確認された農場との協力体制を構築する。汚染鶏舎
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にギ酸を主成分とする資材の一つを飼料に添加し約 3 ヶ月間給与した後、定期的

にサルモネラ検査を実施し、サルモネラ汚染低減効果を検証する。鶏舎 No.、試験

区、検査時期は表 2 を参照のこと。 

 

  ２）鶏舎排気システムの相違によるサルモネラ汚染防止効果の比較検証 

   ① 排気システムが異なる鶏舎間におけるサルモネラ汚染調査 

協力農場との交渉の結果、異なる鶏舎排気システムについて、それぞれサル

モネラ汚染効果の検証が可能である。すなわち、一般的な排気方式（鶏舎内か

ら鶏舎外へファンにより排気）をとる鶏舎（一般型排気鶏舎）及び糞便輸送ベ

ルトにフードを被せて４日間送風し、その空気を鶏舎外に排出させて換気を行

っている鶏舎（フード型排気鶏舎）について、サルモネラ汚染の比較調査を実

施する。サルモネラ検査材料は、鶏舎の４隅、中央付近から採材した鶏糞及び

鶏舎の排気ファン付近に付着した塵埃とする。上記の比較試験の結果、サルモ

ネラ汚染低減に関してフード型排気鶏舎の優位性が示唆された場合には、原因

を明らかにするため、以下の２試験を実施する（２５年度新規追加試験）。 

    ② サルモネラ汚染鶏舎における浮遊サルモネラ捕捉試験 

一般型排気鶏舎においてサルモネラ汚染が起これば、鶏舎内の気流によって

鶏糞表面のサルモネラが剥離し、鶏舎空中に浮遊することが予想され、SE にお

いて気道感染は証明されている。したがって、一般型排気システムにおいて実

際にサルモネラの浮遊が証明されれば、フード型排気システムにおいてサルモ

ネラが検出されないことの間接的証明となり得る。現在、鶏舎内のサルモネラ

浮遊を実証した報告は見当たらないため、本事業において実施する。なお、ガ

ーゼを用いた当サルモネラ捕捉試験は、以下の観点から鶏舎内サルモネラモニ

タリング方法として有用であると考えられる。①排出後の鶏糞は、一定時間内

に清掃除去されるため、牽引スワブ法では検出できない可能性があるが、ガー

ゼ法では汚染が蓄積されるため、そのおそれがない。②ガーゼ法では、鶏舎全

体の蓄積汚染度が反映されるため、定量的な扱いが可能である。 

現在までに、サルモネラ汚染が確認されている鶏舎を複数確保しており、実

施可能である。検査方法は以下のとおりである。金属製の枠（３０センチ四方）

に局方ガーゼを張ったものをサルモネラ捕捉器材とし、これを鶏舎内の稼動フ

ァン前面に一定期間設置する。試験終了後、枠からガーゼを取り外し、検体と

する。また、作業衣を着用した状態でサルモネラ捕捉器材を手に持ち、鶏舎内

を一定時間歩行後、回収した作業衣及びガーゼについても検体とする。作業衣

については、作業衣表面を湿らせたガーゼで拭い、これを検体とする。これら

の検体をペプトン緩衝液に浸漬し、よく混和する。得られた溶液について、最

確数（MPN）法によりサルモネラ検査を実施する。 
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    ③ 鶏糞の乾燥過程における鶏糞中サルモネラ消長試験 

フード型排気システムの説明書及び当施設担当者の情報によれば、当システ

ムでは、フード内に比較的強い気流が保たれており、鶏糞は運搬ベルト上を移

動しながら、３日後には含水率が２０％以下となる。 

当過程における鶏糞の乾燥が鶏糞中のサルモネラの生存に影響している可能

性が考えられるため、以下の試験を実験室レベルで実施し、検証する。SE 及び

ST をそれぞれ 10 羽の成鶏に経口投与し、別々の飼育室で飼育し、５日後にそ

れぞれ 10 羽から回収した各汚染糞便を検体とする。菌濃度が均一となるよう検

体をよく混和後、８ｇの塊に成形し、適量の乾燥用シリカゲルとともに密閉容

器に収容する。鶏糞の乾燥条件は、①急激乾燥（３日間で鶏糞含水率が２０％

以下に低下、当システムの乾燥過程に相当）、②緩慢乾燥（１４日間で鶏糞含水

率が２０％以下に低下、参考試験）、③密閉状態（鶏糞含水率一定、対照試験）

の３条件とする。これらの検体を各条件にて２３℃で静置し、経時的に生菌数

を測定する。試験期間中の鶏糞乾燥率とサルモネラ生菌数の推移を経時的に調

べ、鶏糞の乾燥がサルモネラの消長に関与しているか検討する。この成績をも

とに、サルモネラ汚染低減におけるフード型排気鶏舎の優位性を検証する。 
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３．年次計画 

項目 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

１．サルモネラワクチンの免疫持

続期間等の有効性評価 

   

（１）二価サルモネラ不活化ワク

チンの免疫持続期間 

（２）三価サルモネラ不活化ワク

チンにおける SI 防御免疫の持続

期間 

２．誘導換羽（IM）によるサル

モネラ感染憎悪作用に対す

るワクチンと換羽代替飼料

（市販飼料）の効果 

３．採卵鶏農場におけるサルモネ

ラ低減対策（野外試験） 

（１）三価サルモネラ不活化ワク

チンによる鶏舎の SI 汚染の低減

化（野外試験） 

（２）二価サルモネラ不活化ワク

チンによる鶏舎のSE汚染の低減

化（野外試験） 

 

４．鶏舎構造等の生産方式の相違

がサルモネラ汚染低減に及ぼす

影響（野外試験を含む） 

所要経費（合計） 12,000 千円 12,000 千円 10,200 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

清浄農場、汚染農場の調査、対策資材（サルキル）投与、 
空中浮遊菌のリアルタイム定量的測定試験開始、 
鶏糞乾燥におけるサルモネラの消長試験 
（一財）生物科学安全研究所 

SE 汚染農場を発見し、協力を依頼、汚染調査開始、 
二価ワクチン接種による清浄化試験 
（一財）生物科学安全研究所 

サルモネラ汚染農場を発見し、協力を依頼、 
汚染調査開始、対策資材による試験開始、 
三価ワクチン接種による清浄化試験 
（一財）生物科学安全研究所 

二価ワクチンによる効果試験、 
代替資料での効果試験  
（一財）生物科学安全研究所 

接種後の経時的観察、抗体価測定、攻撃試験 
（一財）生物科学安全研究所 

 
接種後の経時的観察、抗体価測定、攻撃試験 
（一財）生物科学安全研究所 



 
 

9 
 

４．実施体制 

項目 担当研究機関 研究担当者 
エフォート 
（％） 

研究総括者  (一財)生物科学

安全研究所 

中村 政幸 50 

１．サルモネラワクチンの免疫

持続期間等の有効性評価 

同上 

 

○ 白石 力也 16 

（１）二価サルモネラ不活化ワ

クチンの免疫持続期間 
同上   

 

 

 

△ 

江嵜 英剛 
（2011年4月

～ 2012 年 1
月） 
白石 力也 
（2012年2月

～） 

 

 

 

   

前出 

（２）三価サルモネラ不活化ワ

クチンにおける SI 防御免疫の

持続期間 

同上 

 

 

 

 

 

△ 

江嵜 英剛 
（2011年4月

～ 2012 年 1
月） 
白石 力也 
（2012年2月

～） 

 

 

 

   

前出 

 

２．誘導換羽（IM）によるサ

ルモネラ感染憎悪作用に対す

るワクチンと換羽代替飼料（市

販飼料）の効果 

同上  

 

 

 

○ 

江嵜 英剛 
（2011年4月

～ 2012 年 6
月） 
白石 力也 
（2012年7月

～） 

 

 

 

   

前出 

 

３．採卵鶏農場におけるサルモ

ネラ低減対策（野外試験） 
同上 ○ 白石 力也 前出 

（１）三価サルモネラ不活化ワ

クチンによる鶏舎の SI 汚染の

低減化（野外試験） 

同上 △ 白石 力也 前出 

（２）二価サルモネラ不活化ワ

クチンによる鶏舎の SE 汚染の

低減化（野外試験） 

 

同上 

 

 

 

 

 

△ 

 

江嵜 英剛 
（2011年4月

～ 2012 年 6
月） 
白石 力也 
（2012年7月

～） 

 

 

 

 

前出 

 

４．鶏舎構造等の生産方式の相

違がサルモネラ汚染低減に及

ぼす影響（野外試験を含む） 

同上 ○ 白石 力也 前出 

研究担当者欄について、中課題担当者には○、小課題担当者には△を付すこと。 
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Ⅱ．研究実績報告 

１．中課題１： サルモネラワクチンの免疫持続期間等の有効性評価 

（１）成果の概要 

工程表 進捗状況・成果 

２種類の二価サルモネラ不活化ワクチン（ワ

クチン A 及び B）接種鶏における抗体応答

及びサルモネラ攻撃試験等の成績をもとに、

当該ワクチンの免疫持続期間及びその有効

性を農場レベルで評価（小課題１関連）。（平

成２３年度～２５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験成績を図１（SE）、図２（ST）にそれぞ

れ示す。 

ワクチン A：協力農場の接種方法に従い、本

ワクチンを０．５ドーズ接種した。攻撃試験

では、接種後１８ヶ月後まで、各組織材料と

もにワクチン無接種対照群と較べて検出菌

数が少ない傾向が認められ、ワクチン接種の

排菌抑制効果（SE 及び ST）が示された。一

方、抗体価では、SE 抗体は、接種後６ヶ月

までは陽性率７０％程度で維持されたが、９

ヶ月目には免疫成立の目安である７０％を

下回り、以降は低下し続けた。また、ST 抗

体はすべての調査時点で陽性率２０％以下

となった。なお、ワクチン非接種対照群にお

いてはすべて抗体陰性であった。以上のよう

に、攻撃試験の結果から、抗体価測定に用い

た抗原がワクチン株と異なること、又はワク

チンが用量どおりに接種されていなかった

ことが低い抗体価に影響したと考えられた。

（平成２３年度～２５年度）。 

ワクチン B：協力農場の接種方法に従い、本

ワクチンを０．５ドーズ接種した。SE 抗体、

ST 抗体とも、接種後１８ヶ月まで、陽性率

約７０％を維持した。攻撃試験では、接種後

１８ヶ月後まで、各組織材料ともにワクチン

接種の排菌抑制効果（SE 及び ST）が示され

た。なお、抗体価測定に使用した抗原は、ワ

クチン株と同一株であった。（平成２３年度

～２５年度）。 

以上より、ワクチン A 及び B ともに、攻撃

試験の結果から、排菌数を抑制することが示

された。 
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↓ 

三価サルモネラ不活化ワクチンに対する抗

体応答及びサルモネラ攻撃試験等の成績を

もとに、当該ワクチンの免疫持続期間及びそ

の有効性を農場レベルで評価（小課題２関

連）。（平成２３年度～２５年度） 

 

 

 

上記の捕捉試験として、ワクチン B を１ド

ーズ接種したコマーシャル鶏について、同様

の試験を実施したが、攻撃用サルモネラの定

着性が悪く、評価することができなかった

（平成２４年度）（図表省略）。 

 

【追】当試験において、ワクチン接種後１ヶ

月時点の抗体産生が低いことが示唆され、接

種日齢がその原因である可能性が指摘され

た。従って、当初計画にはなかったが、上記

ワクチン B‐SE 攻撃試験を実施し、ワクチ

ン接種時期、接種量と免疫獲得時期の関連性

を調べた（図３）。その結果、ワクチン接種

の週齢が高いほど、免疫獲得に必要な期間が

短くなる可能性が示された。なお、週齢が若

い場合でも、時間の経過とともに免疫が増強

された。また、本調査期間における抗体陽性

率は、必ずしもワクチン効果を反映しないこ

とが示唆された（平成２５年度）。 

 

↓ 

ワクチン C 接種後（１ドーズ）、少なくとも

９ヶ月まで、SI 抗体の陽性率は９０％以上

の水準で推移した（図４）。また、SI 攻撃（ワ

クチン接種後１１ヶ月）に対し、１及び 

０．５ドーズ接種ともに十分なワクチン効果

が示された。ただし、誘導換羽（絶食法）を

実施した場合には、１ドーズ接種でも効果は

みられなかった（図５）（平成２５年度）。 

 

成果目標： サルモネラワクチンの有効性を農場レベルで明らかにすることにより、各種ガ

イドブック、手引書等の改訂に資することを目的とする。 
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＜成果の概要の補足＞ 

図１ SE に対する二価サルモネラ不活化ワクチンの免疫持続性 

 
統計学的有意差（t 検定）（vs. ワクチン無処置群） 

P<0.05: 肝臓(AV) (9 ヶ月), 肝臓，脾臓(AV)(6 ヶ月), 肝臓，脾臓(AV)(12 ヶ月)，盲腸内容, 脾

臓(OV)(18 ヶ月) 

P<0.01: 肝臓(AV)，盲腸内容, 脾臓(AV, OV)( 9 ヶ月), 脾臓(OV)(15 ヶ月)，盲腸内容(OV)(18

ヶ月) 

 

図２ ST に対する二価サルモネラ不活化ワクチンの免疫持続性 

 
統計学的有意差（t 検定）（vs. ワクチン無処置群） 

P<0.05: 肝臓(AV) (6 ヶ月)，脾臓(AV, OV)(6 ヶ月)，肝臓，脾臓(AV, OV)(9 ヶ月) 

P<0.01: 肝臓(OV)(9 ヶ月) 
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図３ サルモネラ不活化ワクチンの接種パターンと免疫獲得状況 

 
A、B、C 群と G、H、I 群はワクチン接種時期がそれぞれ 11 週齢時と 14 週齢時であり、

全群ともワクチン接種 4 週後に攻撃した。SE 排菌数を比較するとワクチン接種ドーズに関

係無く G、H、I 群において有意に低い。すなわち、3 週間遅れでワクチンを接種した G、

H、I 群において免疫獲得に必要な期間が短くなる可能性があることを示している。また、

A、B、C 群と D、E、F 群はそれぞれワクチン接種 4 週後、7 週後に攻撃したもので、SE

排菌数は D、E 群において有意に低い。すなわちワクチン接種後の時間の経過とともに免

疫が増強されたことを示している。 
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図４ SI に対する三価サルモネラ不活化ワクチンの免疫持続性（SI 抗体価の推移） 

 

 

図５ SI に対する三価サルモネラ不活化ワクチンの免疫持続性（SI 攻撃試験） 
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２．中課題２：誘導換羽（IM）によるサルモネラ感染憎悪作用に対するワクチンと換羽

代替飼料（市販飼料）の効果 

（１）成果の概要 

工程表 進捗状況・成果 

誘導換羽（IM）によるサルモネラ感染憎悪

作用に対するワクチン及び誘導換羽用代替

飼料の効果を解明し、農場レベルでの対策方

法を確立（平成２３～２４年度）。 

 

 

 

サルモネラ不活化２価ワクチンを７８日齢

で接種後、農場にて預託飼育した供試鶏を生

物科学安全研究所に導入し（４６３日齢）、

SE 攻撃後４～１３日目に誘導換羽（絶食法

又は代替飼料給与法）を実施した。体重及び

産卵率の推移から、誘導換羽の成立を確認し

た（図表省略）。なお、通常飼料を給与した

群をコントロール群とした。ワクチン A 接

種、ワクチン B 接種及びワクチン無接種と

もに、誘導換羽時（絶食法）においてはサル

モネラ抑制効果が低く、抗体陽性率のみでは

ワクチン効果が判断できないことが示され

た（図６～８）。一方、誘導換羽用代替飼料

は、糞便中のサルモネラの菌量が絶食法より

も低く、通常飼料給与群の排菌数と同程度で

あった。このため、誘導換羽期のサルモネラ

汚染に効果があることが示唆された（平成 

２４年度）。 

 

成果目標： 誘導換羽時におけるサルモネラ感染性の程度及びサルモネラワクチン及び換羽

代替飼料の効果を農場レベルで明らかにすることにより、各種ガイドブック、

手引書等の改訂に資することを目的とする。 
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＜成果の概要の補足＞ 

図６ 誘導換羽時の SE 感染に対する二価サルモネラ不活化ワクチンの効果 

   （ワクチン A） 

 
４～１３日目に誘導換羽を実施した。※: P＜0.05、 ※※: P＜0.01 

 

 

 

図７ 誘導換羽時の SE 感染に対する二価サルモネラ不活化ワクチンの効果 

   （ワクチン B） 

 
４～１３日目に誘導換羽を実施した。※: P＜0.05、 ※※: P＜0.01 
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図８ 誘導換羽時の SE 感染に対する二価サルモネラ不活化ワクチンの効果 

   （ワクチン無接種） 

 
４～１３日目に誘導換羽を実施した。※: P＜0.05、 ※※: P＜0.01 
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３．中課題３：採卵鶏農場におけるサルモネラ低減対策 

（１）成果の概要 

 

＜成果の概要の補足＞ 

表１ サルモネラ O７群汚染農場における三価サルモネラ不活化ワクチンの接種効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

工程表 進捗状況・成果 

三価サルモネラ不活化ワクチンによるサル

モネラ汚染採卵鶏舎の清浄化を農場レベル

で検討し、サルモネラ対策効果を検証（小課

題１関連）。（平成２３～２５年度） 

 

 

 

 

 

↓ 

二価サルモネラ不活化ワクチンよるSE汚染

採卵鶏舎の清浄化を農場レベルで検討し SE

対策効果を検証（小課題２関連）。（平成２３

～２５年度） 

 

サルモネラ O7 群汚染農場において、 

２０１３年３月にワクチン C を接種後、１

ヶ月ごとに鶏舎のサルモネラ（O7 群）の汚

染状況を調査した（表１）。２０１３年６月

から８月にかけて検出率が上昇し、その後も

検出が続いたことから、当ワクチンの接種と

鶏舎内汚染の低減について判断するには至

らなかった（平成２５年度）。 

 

↓ 

SE 汚染農場の確保に至らず、未着手。 

成果目標：サルモネラワクチン等の対策資材による SI 及び SE を対象とした汚染低減技術

を農場レベルで確立することにより、各種ガイドブック、手引書等の改訂に資

することを目的とする。 
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４．中課題４：鶏舎構造等の生産方式の相違がサルモネラ汚染低減に及ぼす影響（野外

試験を含む） 

（１）成果の概要 

工程表 進捗状況・成果 

１）ギ酸を主成分とする資材によるサルモネ

ラ汚染低減効果の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↓ 

２）鶏舎排気方式の違いとサルモネラ汚染度

の相関確認試験（平成２３～２５年度） 

①鶏舎内浮遊サルモネラの実証とその定量

化（平成２４～２５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１２年１月から、対象鶏舎においてサル

モネラの出現状況をモニタリングしたが、試

験終了時までサルモネラ汚染が発生しなか

った（表２）。この間、２０１２年４月～６

月の３ヶ月間、ギ酸を主成分とする資材を給

与したが、その後、無給与対照群においても

サルモネラが検出されず、評価ができなかっ

た。なお、モニタリング開始以降、対象鶏舎

の衛生対策が若干変更されていたことから

（踏み込み消毒槽の交換回数の増加）、この

ような些細な衛生対策が影響した可能性が

ある（平成２３～２５年度）。 

 

↓ 

フード型排気及び一般型排気を有する各鶏

舎を確保し、３ヶ月毎に計５回サルモネラ検

査を実施した。その結果、一般型排気に比べ、

フード型排気での検出率が低いことが示さ

れた（表３）（平成２３～２４年度）。 

このため、一般型排気鶏舎において、実際に

サルモネラの浮遊が起こり得ることを証明

するため、コマーシャル農場においてサルモ

ネラの捕捉調査を実施した。その結果、捕捉

期間を８週間とした場合でもサルモネラは

検出されなかった（図表省略）。ただし、実

験室レベルでの試行試験では、サルモネラ、

大腸菌群、一般生菌ともに浮遊が確認された

ことから（図表省略）、当該コマーシャル鶏

舎においてサルモネラの浮遊がなかったも

のと結論された（平成２３～２４年度）。 

鶏舎内のサルモネラ浮遊状況についてさら

に調査するため、鶏舎排気ファンの付着塵埃
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↓ 

②フード型排気による鶏糞中のサルモネラ

低減効果の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を検体としたサルモネラ汚染度の定量化を

試みた。その結果、サルモネラ、大腸菌群、

一般生菌ともに捕捉、定量することができ、

本法を用いることで、一定期間を対象とした

鶏舎サルモネラ汚染度の定量化が可能であ

ると結論された（表４：サルモネラ、表５：

大腸菌群、一般生菌）。ただし、フード型排

気鶏舎と一般型排気鶏舎の間で、捕捉菌数に

差がみられなかったことから、フード型排気

によるサルモネラ浮遊抑制効果は判断でき

なかった（平成２５年度）。 

 

↓ 

フード型排気鶏舎（３鶏舎）から乾燥過程の

鶏糞を採材し、その含水率とサルモネラ、大

腸菌群、一般生菌数を調べたところ、含水率

と各生菌数の間に相関性が認められた（図 

９～１１）。従って、フード型排気には、排

出鶏糞中のサルモネラ増殖を抑制させる効

果があるものと結論された（平成２５年度）。

追加試験として、排出鶏糞の含水率とサルモ

ネラの消長を実験室レベルで調べた。含水率

推移の推移は以下(a)～(e)の５条件とした。

(a) ２３℃で４日間かけ含水率１５％まで

低下、(b) ３７℃で４日間かけ含水率１５％

まで低下、(c) ２３℃で３５日間かけ含水率

１５％まで低下、(d) 開始以降の３５日間、

含水率７０％で維持、(e) 開始以降の３５日

間、当初の含水率を維持。その結果、①鶏糞

を急激に強制乾燥させると増殖できず、②気

温が２３℃以上であれば一定期間増殖可能

なことが明らかとなった（図１２）。このこ

とから、フード型排気によるサルモネラ増殖

抑制効果は、鶏糞の迅速乾燥によって得られ

る可能性があると示された（平成２４～２５

年度）。また、鶏舎内で排出された鶏糞を出
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来るだけ速やかに除去することが、サルモネ

ラの汚染低減に効果があると考えられた。 

 

成果目標：鶏舎構造等の生産方式の相違がサルモネラ汚染低減に及ぼす影響を農場レベル

で解明することにより、各種ガイドブック、手引書等の改訂に資することを目

的とする。 

 

＜成果の概要の補足＞ 

表２ サルモネラ汚染農場におけるギ酸を主成分とする資材の効果 
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表３ 鶏舎排気方式の違いとサルモネラ汚染度 

 

 

表４ 鶏舎排気方式の違いとサルモネラ汚染度（定量試験） 

 

 

表５ 鶏舎排気方式の違いと大腸菌群、一般生菌による汚染度（定量試験） 
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図９ フード型排気鶏舎の排出鶏糞中における各菌数の推移（鶏舎‐１） 

 

  

図１０ フード型排気鶏舎の排出鶏糞中における各菌数の推移（鶏舎‐２） 
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図１１ フード型排気鶏舎の排出鶏糞中における各菌数の推移（鶏舎‐３） 

 

 

 

図１２ 様々な鶏糞乾燥パターンに伴うサルモネラ増殖性の比較 
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Ⅲ．主要な成果 

１．成果の内容 

１）農場レベルにおける市販サルモネラ不活化ワクチン効果の評価（平成２５年度） 

市販のサルモネラ不活化ワクチン（２銘柄）について、少なくとも誘導換羽期ま

で SE、ST 及び SI に対する免疫効果の持続が、農場レベルで明らかにされた 

（p１０）。 

 

  ２）ワクチン接種方法（接種時期、接種量）と免疫獲得時期の関係解明（平成２５年

度） 

    サルモネラ不活化ワクチンの接種時期、接種量と免疫獲得時期の関係を明らかに

したことにより、育成農場から採卵農場への最適な移動時期を検討するための基礎

情報が得られた（p１１）。 

 

３）誘導換羽時のサルモネラ感染に対する市販サルモネラ不活化ワクチンと誘導換羽

用代替飼料の効果の評価（平成２４、２５年度） 

  市販のサルモネラ不活化ワクチン（２銘柄）について、換羽誘導時における排出

菌数の低下が、農場レベルで明らかにされた（p１１、１５）。 

      

 ４）鶏舎サルモネラ汚染度の定量化（平成２５年度） 

   鶏舎排気ファン付着塵埃中のサルモネラ菌数の定量が実証されたことから、この

方法により、一定期間における鶏舎サルモネラ汚染度の定量化が可能となった 

（p２０）。 

  

 ５）鶏糞乾燥処理型鶏舎（フード型排気鶏舎）におけるサルモネラ汚染軽減効果の実

証（平成２５年度） 

   鶏糞の迅速乾燥工程中に、サルモネラの増殖抑制又は死滅効果がもたらされるこ

とが実証された（p２０）。 

 

 ６）鶏舎内残存鶏糞におけるサルモネラ汚染拡大リスクの評価（平成２５年度） 

   サルモネラ汚染鶏糞を様々な乾燥条件下に静置し、その消長を調べたころ、少な

くとも気温２３～３７℃、鶏糞含水率７０％以上の条件において一定期間増殖する

可能性があることが認められた。このことから、鶏舎内に排出された鶏糞は可能な

限り速やかに除去する必要性が明らかとなった（p２０）。 

    

２．成果の活用 

現時点では、活用実績なし 
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